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福祉用具には、一般販売や公的介護
保険制度利用の販売等「販売」という
側面に加え、同制度による貸与・施設
や病院の備品借用といった「貸出」使
用の側面があります。販売側面におけ
る福祉用具の製品安全性は、設計・製
造段階での規格基準への適合等製造事
業者の責に拠るところが大ですが、そ
の保守は購入者個人に委ねられます。
一方、貸出に供する福祉用具の保守

の責は使用する利用者ではなく、流通
事業者や施設管理者等が担うことにな
ります。仮に設計・製造段階での安全
性が客観的に証明された製品であって
も、定期的かつ適切なメンテナンスが
実施されなかった場合、使用する利用
者が重大事故に遭うリスクがあります。
事実、ある病院では、備品である歩行
器をリハビリ目的で患者に貸出した際、
機器の破損により患者が後遺症の残る
怪我を負う事故に至り、当該病院は、
自らの保守（適切な整備や手渡す際の
安全確認の不足など）に不備があった
ことを認めた例があります。
「２０２５年問題」と呼ばれる超高

齢社会を目前にした現在、多くの利用
が見込まれる福祉用具には客観的な安
全基準に基づく製造と、定期的かつ適
切なメンテナンス（点検・整備・調
整）の実施が不可欠であると認識して

います。しかし、これまで設計・製造
段階時には参照できる安全に関する客
観的指標（ＪＩＳ規格や他の基準）が
存在する一方、流通後のメンテナンス
に関しては何の指標もない状態が続い
ていました。
２０２２年３月に公示された、「Ｊ

ＩＳ Ｙ２００１（貸出福祉用具のメン
テナンス工程の管理に関する一般要求
事項）」は、サービス業を対象にした
国家規格として制定されました。内容
は福祉用具を貸出す組織に必要な管理
的要求事項と、メンテナンス工程にお
ける技術的要求事項から構成されてい
ます。また、この規格の要求事項に基
づいてメンテナンスを実施し、第三者
による評価を受けることで、実施して
いるメンテナンス作業工程の妥当性を
客観的に証明することができるように
もなっています。
「メンテナンス工程の管理」につい

て、この規格の要求事項（評価項目）
を十分理解し、組織リスクマネジメン
ト取り組みの手引きとして、このＪＩ
Ｓ規格が有効活用されること、また、
貸し出された福祉用具を安心して使用
できる環境に役立つことをＪＡＳＰＥ
Ｃは望んでいます。

Profile
鈴木寿郎／一般財団法人ＪＡＳＰＥＣ代表理事
明治学院大学社会学部社会福祉学科卒業。
（社福）東京コロニーコロニー印刷、㈱日刊工業新聞社、車いす姿勢保持協会を経て、
2004年一般社団法人日本福祉用具評価センターを設立しセンター長、副理事長を歴任。
2022年7月同センター解散後の承継組織一般財団法人JASPECを設立、代表理事に就任。
※https://jaspec.jp/
に「代表理事インタビュー」がありますので、そちらもご参照ください。

福祉用具メンテナンスの安全に対する
「リスクマネジメント」

一般財団法人ＪＡＳＰＥＣ代表理事 鈴木寿郎
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医療機関のシーティングセミナーⅡ
回復期リハビリテーションにおける多職種連携の取り組み

2017年に回復期リハビリテーション診療報酬にシーティ
ングが入りました。また、2021年より介護保険の介護報酬
にシーティングが入り、訪問リハビリテーション、通所リ
ハビリテーション、介護老人保健施設、介護医療院、介護
療養型医療施設について、介護報酬が算定できるようにな
りました。医療機関から在宅までのシーティング支援制度
は整いましたが、実践はまだまだ進んでいない状況があり
ます。医療機関のリハビリテーションでは、重度障害のあ
る人、実用性歩行能力の低い人も在宅へ帰すことが求めら
れておりシーティングの対応が重要です。シーティングの
評価からの対応は一職種だけでは難しいためシーティン
グ・チームを作る必要があります。
今回、筑波記念病院副院長の伊佐地隆先生に基調講演を

して頂きます。また、回復期リハを中心にシーティング・
チームで実践をしている理学療法士、作業療法士にチーム
の運営や看護師との連携などについて講演をして頂きます。

〈基調講演45分〉
シーティング体制の確立へ
−シーティング・チームを核とした筑波記念病院の取り組み−

筑波記念病院 副院長伊佐地隆氏

〈講演各30分〉

1.当院回復期病棟におけるシーティング・チーム

花はたリハビリテーション病院 OT 南裕二氏

2.総合病院での急性期から回復期までのシーティング・チーム

JR東京総合病院 OT 遠藤孔太郎氏

3.回復期リハビリテーション病院でのシーティング・チーム
原宿リハビリテーション病院 OT 高橋星太郎氏・PT 上田周氏

※講師、演題は変更する場合がございます。

【主催】一般社団法人日本車椅子シーティング財団

【お問合せ】事務局川畑 TEL ：090-9849-0869 e-mail：japanseating@gmail.com

・上段は、医療機関やリハビリテーション病院のシーティングチーム
・下段は、在宅支援に関わるシーティングチームの職種を加えてある
・必要に応じて、上段の職種とも連携してケアプランの車椅子シー
ティングの提案が可能となる

日 時：６月８日(土) 13時～16時 12時30分開場

会 場：カクタビル２階会議室 ＋ Zoomでのオンライン
（東京都中央区日本橋堀留町1−10−1）

定 員：先着会場20名 Zoom80名

参加費：賛助会員無料 非会員3000円

＊非会員の方は、これを機会に入会(年会費3000円)頂くと参加費無料になります。

申込み：ＱＲコードよりお申込みください

＊お申込期限は６月６日(木)まで



当財団では昨年6月から外部委員も交え
て「こどものシーティングー現状と課
題ー」プロジェクトに取り組み、昨年末に
中間報告書を取りまとめ、今年2月3日に報
告会も開催した。その報告会も踏まえ3月
末には報告書をまとめる。
一方、厚生労働省の「補装具評価検討

会」では補装具全般の見直し作業が継続的
に進められており、令和6年度補装具基準
額などの改定（案）が「第64回補装具評価
検討会（2月9日）」で公表されている。
シーティングにかかわる座位保持装置や

車椅子についても基準額が改定されるが、
特筆すべことは、車椅子や電動車椅子がこ
れまでは補装具の分類では、「（５）その
他」の種目に入っていたが、4月からは格
上げされる。

⑴ 義肢―殻構造義肢、⑵ 義肢―骨格
構造義肢、⑶ 装具（オーダーメイド）、⑷ 
装具（レディメイド）、 ⑸ 姿勢保持装置
（座位保持装置から名称のみ変更）、⑹ 車
椅子、⑺ 電動車椅子、⑻ その他 という
ことになる。
補装具事業者において加工及び組立作業

等を行っているということもその理由の一
つとされているが、基準額に「基本価格」
に「採寸」や「適合等」の価格がプラスで
きるようになる。車椅子（電動車椅子）も
移動のための重要な補装具であるが、基本
は座位保持（シーティング）ができてから
こそその機能が発揮できるもので、シー

ティングのための入り口の「採寸」、そし
て最終的に「適合」させるというシーティ
ング技術が認められたといえよう。
当財団の報告書でも触れてあるが、座位

のみでなく他の姿勢保持も困難なこどもた
ちにとっては生活するのに不可欠な補装具
であることは以前から認められ、座位保持
装置として製作されるものについては「機
能障害の状況により、座位に類似した姿勢
を保持する機能を有する装置を含むもので
あること」と解釈されてきた。
この名称は1989年に座位保持装置が補装

具として検討される時から議論されてきた
ことであったが、このたび、やっと名称が
「姿勢保持装置」に変わる。ただし、今回
は「名称変更のみ」ということで、問題は
先送りされるようだ。
座位保持装置が必要なこどもは「臥位保

持装置」も必要なことも少なくない。ある
いは適切なサポートの付いた立位訓練のた
めの「立位保持装置」が必要な時期もある。
家庭用と学校用と2台必要なことも多い。
このあたりは各自治体の判断にゆだねられ
ているが補装具制度として現実に即した合
理的な整理が必要であろう。
この他、座位保持装置における完成用部

品の解釈や価格についても改訂が行われる
予定である。詳細はこちら：補装具評価検
討会｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

資料；令和6年度補装具の基準額改定（案）の概要について
厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部企画課 自立支援振興室

厚生労働省
補装具評価検討会による補装具制度改定について

日本車椅子シーティング財団監事 光野有次

about:blank


多くの関係者の協力を得て、2月3日に表
題の報告会をハイブリッドで開催すること
ができましたことを心より御礼申し上げま
す。今回の企画と目的は、昨年から本財団
の新たな取り組みとして、障害のあるこど
もを対象としたシーティングの現状と課題
について調査を行い、中間報告書としてま
とめて厚生労働省に提出することにありま
す。今回の調査は全国規模で実施したもの
ではなく、財団の役員と繋がりのある障害
児療育の関係者から、車椅子シーティング
に関わっているセラピスト、製作者、保護
者などにシーティングに関する現状と課題
およびその解決策について自由記述しても
らいました。その内容をテーマごとに分類
し、整理することによって、こどものシー
ティングに関する現状の分析と解決すべき
課題を明確にすることを目的としました。
障害のあるこどものシーティングは車椅

子や座位保持装置を中心とする姿勢保持装
置全般にわたっています。その多くは身体
障害者総合支援法に規定されている補装具
費支給制度に基づいて制作および供給され
ているのが現状です。今回の調査で明らか
になった課題は、この法制度に規定されて
いない当事者のシーティングに必要な構造
や部品、複数台支給、修理やメンテナンス
などのアフターフォローが自治体によって
対応が違っていることです。これらの課題
は利用者や担当セラピストだけでなく製作
業者からも多数挙げられてます。当事者の

保護者からは補装具費支給の申請手続きを
役所の窓口まで行くことが負担となってお
り、オンラインで手続きができるようこと
を望まれています。さらにシーティングに
関する製品とそれを使った支援技術あるい
はセラピーの手法などは常に変化しており、
それらの情報を障害児療育に関わる関係者
と補装具の判定に関わる担当者に伝達し、
さまざまな相談に応じることのできる拠点
を全国各地に設けることが提案されていま
す。
幸いなことに令和6年度より補装具費支

給の所得制限がなくなることが閣議決定さ
れました。平成元年に補装具の種目に追加
された座位保持装置は、立位保持装置や臥
位保持装置を含めた姿勢保持装置として検
討されているという情報も耳にしています。
シーティングに関わる制度が現状に即した
ものに改善され、障害のあるこどもとその
家族に対して、安全に安心して生活するた
めの基本であるシーティングと支援機器が
提供できることを心から願っています。こ
の中間報告書がその一助となれば幸いに存
じます。
最後になりましたが、外部の検討委員と

してご尽力いただきました福祉県総合相談
所の辻清張さん、横浜総合リハビリテー
ションセンターの中村詩子さん、カルガモ
の家の菅沼雄一さんと今回の調査にご協力
いただいた全ての皆様に感謝申し上げます。

こどものシーティングー現状と課題ー
報告会のお礼と報告

日本車椅子シーティング財団評議員 繁成剛

【編集後記】
4月1日から補装具の制度が大きく変わります。主に車椅子と電動車椅子において、これまで算定できなかった基本
価格採寸料が算定できるようになります。より良い制度になると良いですね。
最後までお読みいただきありがとうございました。
事務局：川畑 清水
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